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（1）はじめに

今回の学会のテーマは「憲法改革と国家の再生」という難解なものであるが，

本槁は，フランスで2008年7月23日，違憲審査制度の改革を含む大規模な

憲法改正が行われたことを受けて，同国の違憲審査制度を通して上記テーマに

多少なりとも寄与することを目的とする。

より具体的には，従来の制度のもとにおける違憲審査の意義と限界を分析し

たのち，2008年7月の憲法改正によるフランスの違憲審査制度の改革につき

検討を行う。そして，それを通じて間接的に，憲法裁半ll所の機能条件やその役

gllについて改めて光を当てることを試みる。

さて，まずは2008年憲法改正の概要について触れることが便宜だと思われ

るので，簡単に紹介したい(1)。前大統領であるN.サルコジが大統領に当選し

たのは2007年であるが，その時の大統領選挙では憲法改正の問題が一つの争

点となっていた。サルコジ大統領は当選直後からE.バラデュール元首相や有

識者からなる諮問委員会（委員長の名をとってバラデュール委員会と通称され

る｡）を設置して改正の提案を受け，2008年7月に上下両院合同会議で改正法

案が成立した。

この時の改正法案は47か条に及び，現行憲法の改正としては最大規模のも

のであるが，その内容は3つの柱からなっている。すなわち，執行権の統制の

強化，議会権限の強化，市民に対する新しい権利の付与である。今回取り上げ

る違憲審査制度の改革は，この3つ目の柱に含まれる。今述べたように，今回

の改正は大規模なものではあるが，その内容は，全体としてみればそれほど斬

新なものではない。実際，これらの改正内容の大部分は，ミッテラン左派政権
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の時代であった1990年及び1993年に試みられたものの失敗に終わった憲法改

正構想に大きく示唆を受けたものであり，違憲審査制度の改革についても，す

でに同様の改革が提案されていた(2)oサルコジ右派政権は，こうした構想を基

本的には引き継いで実現したというわけである。

この憲法改正の背景については，次のようなことが言えるであろう。すなわ

ち，現行憲法である1958年制定の第五共和制憲法は，第三共和政，第四比和

政における議会主権のもとでの内閣の不安定さなどからくる国家的危機への対

処の失敗の反省を踏まえて，伝統的な西欧の憲法伝統から大きく外れる執行権

優位の構造をとった。こうした憲法の下で，フランスは1950年代末から6()年

代初頭にかけての危機を乗り切ったが，その後の第五共和制憲法の運用は，議

会の権限の尊重や憲法院の判例変更による基本権の保護など，他の西側諸国の

標準的な憲法運用に近いものに回帰していった。しかし，憲法構造そのものは

危機憲法のままであり，この点の齪鮪を解消する憲法改正が必要であるという

考え方が徐々に広まっていった。前述のように，基本的な改正内容については

すでに左派と右派との間でおおむねコンセンサスができており，今回の改1Eが

実現したのは，ようやく機が熟したということであろう。

次に，違憲審査制度の改革の概要を示す。

(2)2008年7月憲法改正による事後審査制度の導入

2008年7月憲法改正による違憲審査制度の改革は，従来の事前審査制度に

加えて，事後審査制度を導入したことにある(3)。すなわち，周知の通り，違憲

審査機関である憲法院は従来，法律の違憲審査については両議院による法案の

可決ののち，大統領による審署までの間にのみ審査が可能であった。また，憲

法院への付託権者も，大統領，首相，各議院の議長，60名の下院議員または

同数の上院議員に限られていた（憲法61条2項。この点については2008年7

月改正による変更はない)。

これに対して，2008年に導入された合憲性優先問題手続(questiOnprioritaire

deconstitutionnalit6[以下,｢QPc手続」という｡])は，要するにドイツでい

う具体的規範統制の手続であり，従来の事前審査と並ぶものとして，新たに設
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けられたものである（新設の憲法61条の1)。関連法(4)の整備に時間がかかっ

たこともあり，実際にQPc手続が開始されたのは2010年3月からであって，

これまで3年半ほどの実續があるということになる。

QPc手続は具体的規範統制の手続であるため，具体的事件が係属している

司法あるいは行政裁判所において，当該事件で適用される法律規定が憲法の保

障する権利又は自由を侵害して違憲であるとの主張がなされた場合に，憲法院

への移送が行われることになる。ただ，ドイツと違うのは，まず，スクリーニ

ングが二重であることである。すなわち,QPc手続においては，違憲主張が

なされた事件が係属する裁半l1所は，まず，向らの系列の最高裁判所（破段院又

はコンセイユ・デタ）に移送を行い，この最高裁判所が憲法院への移送を行う

かどうかを判断することになる(5)。

また，ドイツでは事件が係属している裁判所が違憲であると思料する場合に

限り憲法裁判所への移送が行われることになっている（基本法100条1項）が，

QPc手続においては，実体面については，違憲の主張が「重要性がないとは

いえない」と判断すれば移送が行われることになる(6)oそのため，憲法院に移

送された場合でも，後述のように，全面的な合憲判断が相当割合を占めている

のが実情である。

さらに,QPc手続は，明確に基本権の保障のための制度として設計されてい

る。すなわち，具体的事件の中で法律の規定の違憲主張を行うことができるの

は，当該規定が「憲法の保障する権利または自由」を侵害する場合に限られて

おり(憲法61条の1第1項),憲法の客観法規定違反については対象外である(7)。

なお,QPc手続そのものに関するわけではないが,2008年7月の憲法改正

により，憲法院裁判官を含む大統領の人事権行使の手続についても改革がなさ

れた。すなわち，上下両院の関係委員会の反対票の合計が両委員会の投票数の

5分の3に達するときは，任命を行うことができないこととされた（憲法13

条5項)。

(3)本稿の問題意識

以上がQPc手続の概要であるが，後に見るように，施行から3年余りたって
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多数の半ll決が出され，基本的には成功しているとの評価が主流である。例えば，

後に紹介する下院の報告書は,QPc手続施行3年を機に施行状況を調査した

ものであるが,その序文の中で,「法的革命」という語はしばしば乱発されるが，

ここ数十年来の改革のうち,QPc手続の導入は真にその名に値するものであ

るなどとしている(8)o

しかし他方で，学説においては，憲法院の人権保|璋機能に対してなお懐疑的

な視線を向けるものも有力である。特に，最近のフランス憲法学界において有

力な潮流となっている「政治法(droitpolitique)」学派(9)のオンライン雑誌ユス・

ポリティクム(JusPoliticum)r('0)が2012年3月，「公的自由の守護者として

の憲法院？」と題する特集を組んだことが注目される。

この特集はその時期からして,QPc手続導入後の憲法院をも視野に入れて

いるが，それだけではなく，それ以前からの憲法院の人権保障機能の実効性を

問い直すものである。

すなわち，1971年7月16日の結社の自由判決(n｡71-44DC)によって，「憲

法院の人権保|璋機関へのメタモルフォーゼ｣('1)が遂げられ，さらに,1974年

の憲法改正による付託権者の拡大により，その動きは一層強化された。そのよ

うな中，フランス憲法学においては，憲法院の性格論争が持ち上がり，憲法院

は政治的機関か裁判機関（これは人権保障機関であることとほぼ同義で用いら

れた｡)かが議論され，後者が多数説になったとされる('2)。

しかし，ユス・ポリティクム誌の上記特集の導入論文を連名で執筆したO.

ボーとP.ワクスマンは，違憲審査制改革に対する賛辞は憲法院の公的自由の

番人たる能力に対する信頼が前提となるところ，この信頼は，憲法院の構成や

構成員の意思，判例内容・展開によって得られるが，それらの検証はなされて

おらず，あたかも自明のことのように語られているという('3)。そして，この

特集のもととなったシンポジウムの企画者である上記両名は，憲法院がその公

的自由の番人としての任務の遂行ぶりに対する相当ないらだちを共有してい

る(''')とまで述べている。

このような指摘を踏まえ，本槁では，まずは従来の事前審査制度の下におけ

る憲法院の機能について検証する。検証の枠組みとしては，違憲審査制の機能
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条件に関するアメリカでの議論を踏まえて取りまとめられた見平典の分析枠組

みを参照する。見平の議論はこの極のものとしては最も体系だったものであ

り，フランスの憲法裁半llの分析にあたっても参照に値すると考えられるからで

ある。その際，憲法院の評議の模様について新たな資料が公開され，上記の特

集号でそれに基づいた研究が公表されていることに留意する。その上で,QPc

導入によってもたらされた進展とその限界を論じ，最後に,2013年になって

提案された新たな改革案に関する展望を行うとともに，比較憲法裁判所論にお

ける憲法院の素材としての意義について一言することとしたい。

2．事前審査制の下における憲法院

（1）分析の枠組み

前述のように，本稿ではまず，先に見たボーとワクスマンの問題提起を受け

て，憲法院の人権保|璋機関としての実効性について考えてみたい。そのための

アブ°ローチとして，個別の判決あるいは半ll例傾向を検討するということが考え

られる。

先に言及したボーとワクスマンの論考は，人権保障機能に関して憲法院の消

極性を批判するものであるが，こうした批判が彼らだけのものではないこと

を強調している。すなわち，1971年の結社の円由半ll決は確かに成果であった

が，その後10年を経ずして,D.ロシャクが憲法院の人権保障機能に疑問を呈

し(15),さらに,J.リヴェロが，「治安と自由」法判決(1981年1月19．20日

判決[n･80-127DC])について，「蚊を捕らえてラクダを行かせる(Filtrerle

moustiqueetlaisserpasserlechameau)」という格言を用いて，憲法院が軽微な

違憲性には厳格である反面，重大な違憲性を不問に付したことを批判していた('6）

ことに言及していた(17)o

また,V.シャンペイユーデプラによれば，憲法院は結社の自由判決以降，

自らの正統性獲得のため「自由の保護者」としてのイメージ確立に努力し,R.

バダンテール院長時代（1986年－1995年）に黄金時代を迎えたが，その後，

基本権の侵害を理由とする違憲半l1決よりも，立法手続の不備や消極的無権限を

理由とした違憲判決が目立つようになり，また，新たな基本権を「創設」する
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ことも少なくなったとされ，論者はこのことを「技術者」への後退であるとし

てその臆病さを批判している('8)。

他方で，憲法院を自由や人権の保護者と見る考え方は一般にはかなり確立し

ているのも確かであり，憲法院が人権保障機能を十分に果たしているかどうか

を，個別の判決あるいは半ll例傾向の評価を通じて半ll断することには，結局は論

者の立場次第であるという限界がつきまとう。

そこで，本稿では，より構造的な観点からのアブ°ローチとして，見平典の研

究を参照しつつ，憲法院が人権保障機関として，違憲審査の機能条件をどの程

度充たしているのかをごく簡単に検討したい。見平は，博士論文をもとにした

2012年の著書『違憲審査制をめぐるポリテイクス』(19)において，アメリカ連邦

最高裁判所を素材とし，司法政治学的アプローチからこの問題について検討を

行い，違憲審査制の機能条件の分析枠組みを提示している。

本報告では，これを憲法院に即して検討してみたい。ただし，こうした観点

からのフランス憲法院に関する実証的な情報が全く不十分であるため，本稿で

の検討は不完全なものにとどまる。この点の補充は他日を期したい。

さて，見平は，「違憲審査制が機能するためには，裁半ll所が制度の運用を支

える規範的・政治的・実務的資源を充分に保有していることが不可欠の条件で

あるといえよう。また，制度運用者である裁半ll官及び補佐スタッフが，いかな

る法的・政治的価値観特にいかなる司法哲学を有しているかという点も，違

憲審査制が機能していくうえで重要な要因といえる｡」とした上で，特に前者

の規範的・政治的・実務的資源の重要性を強調する(20)。

この3つの資源のうち，規範的資源には，実定法・法理論・役割規範．権威

などがあり，具体的には，①積極的な違憲審査の根拠となりうる制定法.先例．

法理論がどの程度の厚みを持って存在しているか，②積極的な違憲審査を正当

化するような裁半ll所の役割規範が，国民にどの程度浸透しているか，③裁半ll官

及び裁半ll手続がどの程度の正当性を有しているか，④裁判所がどの程度の権威

を有しているか，といった点が重要であるという(21)。

次に，政治的資源とは，具体的には，判決の政治的．社会的受容を促進する

とともに裁判所を各種の敵対的な行動から防衛することを期待しうる有力な
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政治勢力がどの程度継続的に存在しているか，といった点を意味する(22)Oア

メリカについて言えば，見平は，一般の見方とは異なり，歴代の政権が，裁半ll

所の積極的な違憲審査を促進するような政策をとっていたことを強調し，こう

したやり方を「司法積極主義の政治的構築」と呼んでいる(23)。

最後に，実務的資源とは，裁判官の保有する時間と情報の量である(24)｡ア

メリカ連邦最高裁の場合，サーシオレイライ制度のもと，裁判所が取り組む事

件を厳選することができ，また，アミカス・キュリエ制度やロー・クラーク制

度などによって裁判所が様々な立法・司法事実，法理論に関する情報を取得す

ることができる。

（2）憲法院による違憲審査の機能条件

①規範的資源

さて，こうした枠組みに照らした場合，フランス憲法院はどのように理解さ

れるだろうか。

規範的資源との関係については，まず，フランス革命期以来の「裁判官統治

(gouvernementdesjuges)」への不信を強調する憲法伝統に言及せざるを得な

い。戦後に至っても長らく事前審査という限定的な方法でしか違憲審査を制度

化せず，ようやく2008年に至って具体的規範統制手続を導入したにとどまっ

ている背景には，こうした憲法伝統が少なからず作用したものと思われる。

こうした憲法伝統は，かつては違憲審査制そのものを否定する理由として機

能してきたが,第五共和制憲法による憲法院の創設,1971年の結社の自由判決，

1974年憲法改正による付託権者拡大といった展開と並行して，フランスにお

いても「法治国家(Etatdedroit)」論が有力化していくに及び，変化が見られ

たことは間違いない。しかし，現在でもなお，違憲審査の行使の場面において

司法積極主義への桂桔となっていること(25)は，後述の通り，当の元憲法院裁

判官の発言からも伺われるところである。

実際，1971年の結社の自由判決以降の憲法院の実際の振る舞いが，具体的

な半ll断において裁判官統治との非難を浴びるような事態は少なかった。

憲法院の振る舞いはむしろ，与野党の調停者といった表現で評価されること
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が多かったといえる。特に，1974年の憲法改正によって事実上，野党に付託

権が認められてからは，憲法院は「議会多数派と野党との間に生じる対立を調

停するための機関に変身した。政治勢力は二極化しているから野党議員は国会

の審議で破れざるをえないが，そこでの失地を憲法院へ訴え出ることで回復す

る可能性を手に入れる」として，「国会審議の第2ラウンドとしての憲法院」

と称されるような事態が生じた。また,L.ファヴォルーは，憲法院はこうし

た調停作用を通じて，第五共和政下で前例のなかった左右の政権交代が円滑に

進むことに貢献したという見方を示していた(26)O

次に，憲法院及び憲法院裁判官の正統性あるいは権威についてである。憲法

院は1958年の第五共和制憲法によって創設された機関である上，人権保障機

能との関係で言えば，1971年以来の更に短い歴史しか有しておらず，コンセ

イユ･デタや破段院といった200年以上の歴史を誇る裁半ll所に比して権威にお

いて劣ることは明らかであった。こうした状況のもと，憲法院は人権の保護者

としての自己イメージを強調し，一定の成功を収めてきた。この点で，「憲法

院の歴史はその正統性構築の歴史であった｡」という指摘(27)はもっともである。

また，裁判官の正統性については，樋口|場一とファヴォルーとの議論が興味

深い。ファヴォルーは，もともと「政治的機関により政治的モチーフにもとづ

いて」選任されたという憲法院裁半ll官の政治的な正統性を強調していたが，樋

口の質問を受けて，憲法院での法学教授職経験者の役割が大きいことをも指摘

した。樋口はそれに同意して，著名な憲法学者であるG.ヴデルが「憲法院の

声価を高めるのに決定的に重要な役割を演じ続けたこと（1980-1989)」を想起

させている(2s)。とはいえ，法学教授出身の憲法院裁判官の割合は僅かであり，

樋口の言うようないわば専門知に基づく正統性ということを一般的に語りうる

のかどうかについてはさらに検討.が必要であると思われる。

他方で，憲法院裁半ll官の構成は，任命による者が9名いるほか，大統領経験

者は当然に裁判官となる（憲法56条2項)｡そして，任命の資格要件としては，

特段の法律知識や資格は要求されていない。実|祭の任命状況を見ると，法学の

学位や弁護士等の資格を有する者が多数であるが，同時に，こうした学位．資

格を取得後，政治家（大臣・国会議員）となった者や，政治任用ポストを務め
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た官僚が大部分でもあり，その意味での政治性ないし党派性は顕著であるよう

に思われる(29)O評議そのものにおいては党派性は顕著ではないという指摘も

ある(30)ものの,一般には，こうした憲法院裁半ll官の構成については批半llも強く，

特に，大統領経験者が当然の構成員となる点については，後述のように改革が

具体的に予定されている。

裁判手続については，事前審査制のもとでのそれは，かなり不備があったと

言わざるをえない。かつて盛んだった憲法院の性格論議においても，手続の不

備が裁判機関性を否定する重要な論拠となっていたところである。実際，事前

審査においては対審構造がとられておらず，口頭弁論も行われず，秘密裏の書

面審理により，しかも付託からlか月以内（憲法61条3項〔なお，同条但書

により，緊急時には8日間以内〕）という短期間で判断されることとされてい

た(31)。なお,後述のように,QPc手続においてはこの点は相当改善されている。

競後に，「積極的な違憲審査の根拠となりうる制定法・先例・法理論」に関

連しては，不利な事情として，いわゆる憲法ブロックの抱える構造問題(32)や，

違憲審査制の歴史の浅さ故の蓄積の乏しさといった点をあげることができる。

蓄積ということで言えば，従来の事前審査のみでは，違憲審査の件数も限られ

ていることも不利な事情であろう“)。

他方で，こうした点を克服するため，あるいは否応なく，憲法院は他の裁半ll

所の判例に依拠してきたことも見逃せない(34)oすなわち,憲法院はコンセイユ．

デタの判例を「絶対的敬譲｣(35)といわれる程に重視してきた。また，近年では，

ヨーロッパ人権裁判所の判例(36)や，ヨーロッパの他国の憲法裁判所の判例の

影響を受けてきた(37)。

②政治的資源

本稿では政治的資源について詳細に検討する用意はなく，ごく雑駁な見通し

を2点述べるに留め，他日を期したい。

第1点は，アメリカのACLU(アメリカ自由人権協会）やNAACP（全米有

色人種地位向上協会）などとは至ll底比較できる規模ではないにしても，日本と

比較すれば，フランスの人権団体の活動はそれなりに活発であり，見平のいう
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｢サポート・ストラクチャー」になりうる存在であると思われる。もちろん，

事前審査制のもとにおいては自ら憲法院への付託を行うことはできなかった

が，付託された法律について意見書を提出することは事実上認められていた(3H）

ため，アミカス・キュリエに類似した機能を果たし，これまでも一定の影響を

与えていた可能性がありうる。

第2点は，アメリカと同様，政治指導者による「司法積極主義の政治的構築」

がフランスでも見られるかという点である。司法積極主義の政治的構築の類型

として見平は，政策定着，政策実現，決定回避の3つを挙げている。このうち，

前者は将来の政権委讓後を展望した裁判官人事が中心であり，フランスでも裁

判官任命権者が自己に近い立場の者を任命することは当然一般的であるが，終

身制のアメリカとは異なり任期が9年と限られているために，政権委譲後の政

策定着というほどのものではないだろう。

ただ，1974年憲法改正による付託権者の拡大については，「司法積極主義の

政治的構築」の観点から説明できるかもしれない。すなわち，その際の憲法改

正法案はジスカール・デスタン大統領提出に係るものであるが，大統領がこう

した提案をした背景として，1972年に社会党，共産党，急進党左派3党によ

る共同政府綱領が採択され，左翼による政権獲得の可能性が高まっていたとい

う状況のもと，違憲審査制の強化によって，将来の左派政権を拘束しようとい

う意図があったことが指摘されている(39)。

司法積極主義の政治的構築の類型のうち，政策実現，決定回避に関しては，

フランスでは通常の場合，大統領・首相・議会多数派が同一の政治勢力に属し

ており，かつ，議会審議は政府の統制下にあり，さらに，従来の制度では違憲

審査は法案成立直後に限って行われるのであるから，大統領や首相の意に反す

る法案が審査対象となるケースは例外的であると思われる。また，アメリカと

は異なりフランスは単一国家であるため，大統領の意に反する州法を違憲審査

制によって排除する必要にも乏しい(4())Oしたがって,(コアビタシオン期では

ない）通常の場合には，「司法積極主義の政治的構築」を積極的に行う誘因に

乏しいのではないか。

これに対して，コアビタシオン期においては大統領が内政に対する影響力を
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大幅に低下させるため，「司法積極主義の政治的構築」を図る誘因が存在する

ように思われる。もっとも，コアビタシオン期においても，大統領自ら憲法院

に付託を行った例はないとのことである(41)O

③実務的資源

最後の実務的資源であるが，憲法院の実務的資源はかなり限られたものであ

るということができるだろう｡QPc手続が施行される前,2009年の憲法院の

職員は事務職員や運転手等も含めて52名であり(42)，ヨーロッパの他の憲法裁

判所と比較しても小規模である。

とりわけ，日本の最高裁調査官やアメリカのロー・クラークのように，事案

に関連して專門的な法的調査検討を行う補佐スタッフは，行政裁判所や司法裁

判所の裁半ll官，あるいは上院または下院の法制スタッフ出身の出向者であり，

かつ，その人員も3名程度であるといわれる。これに加えて博士論文執筆中の

インターンが数名いるとされる(43)が，充実しているとは到底言えないだろう。

後述のように,QPc手続の導入によって憲法院の負担は増加したが，事務職

員も含めて人員の増加は1割程度であったとされる。

また，憲法上，憲法院が付託を受けてから判決を行うまでの期間が定められ

ているが，その期間は，事前審査手続で1か月（憲法61条3項）であって極

めて短期間である。ちなみに，ドイツ連邦憲法裁判所の場合，具体的規範統制

の移送決定を受理してから半l1断がなされるまで4,5年かかる例もあり，また，

韓国憲法裁判所は事件を受理してから180日以内に行わなければならないこと

になっているが，事実上無視されているということである(44)O

審理に必要な情報収集について，対審構造がとられていないこともあり，法令

には証拠収集手続の規定はない。事件ごとに指名されて報告者として調査に当た

る裁判官1名が,任意の方法で情報を収集することになる(45)Oまた,前述のとおり，

何人も意見害を提出することは事実上認められており，これは実務的資源の観点

からは有益だったと思われる。とはいえ，前述のように1か月という極めて短期

間に，補佐スタッフが乏しい中で抽象的審査のための情報収集を行う必要がある

のであり，十分な情報収集が可能かどうかについてはやはり疑問がある。
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④裁判官等の価値観

この点についてはまず，憲法院裁判官が，「裁判官統治」との批判を浴びる

ことに非常に敏感であるというE.ルメールの指摘が重要だろう(46)oすなわ

ち，ルメールは，「憲法院の舞台裏で」と題する論考で，「憲法院構成員は憲法

上保障された権利や自由の守護者の役割をどのように理解してきたのか」と

いう副題の通り，歴代の憲法院裁判官の演説や回想(47)，さらには近年になっ

て公開制度が整備されアクセス可能となった憲法院の文言（評議の記録も含

むo)(48)などを利用して，憲法院裁判官の考え方を分析している。

この論考によれば，裁判官統治への警戒はどの憲法裁半ll所にも見られるが，

法律主権と裁判官不信の伝統を持つ国では更に大きいoまた，このことは，事

前審査という審査の方式にも関連しているoすなわち,法案可決をめく奪る政治

的対立があり，世論の注目度も高いうちに違憲審査が行われる(49)。このこと

が裁判官統治という批判を招くリスクを高めていることが意識されている。ま

た,憲法院裁判官の間には，憲法院は若く，脆弱な機関であるという認識があり，

｢悪い判決が憲法院の評判を段損し，長年の努力を無にするのではないかとの

強迫観念」が指摘されているoこうした認識は,憲法院創設から50年以上経っ

た段階でも表明されている(50)o

こうした状況のもと，憲法院は，議会を始めとする他の機関の怒りを買わな

いようにしたいという意向から，判決起案における非常な慎重さによって特徴

づけられる自己抑制の方針を実践しているとされる(51)｡

さらにルメールは，バダンテール元院長の「新たに選出された議会多数派と

正面衝突しない」こととしていたという発言を引き，現に，，979年から2009

年までの間，憲法院の全判決のうち合憲判決の割合は53.49％であったところ，

この割合は，選挙後一定の時期についてはほとんど常にそれよりも高いという

統計を示し，選挙サイクルと憲法院の判断との関連性を指摘している(52)oもっ

とも，高いといってもほとんどの場合せいぜい3ポイント程度の違いであI),

こうした傾向は必ずしも顕著ではないとも言えそうであるO

また，ルメールは，元憲法院裁判官の発言として，憲法院はあまりにも連続

して違憲判決を行うことには檮跨するというものや，議会において幅広いコン
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センサスを得て成立した法案を違憲とすることには消極的になるというものが

あったことを述べている(53)｡

さらにルメールは，そもそも，憲法院裁判官の多くは，違憲審査や憲法院の

権限の拡大に相当程度批半ll的であるとして，元憲法院裁判官D.シュナペール

の「法文に由来する限界や憲法院の出自の重みのほかに，多くの裁判官が憲法

院という独特の機関に対して有している消極的ないし批判的な基本的立場を考

盧することなしには，憲法院が自らの権限を限定するような一連の判決を出し

ていることの意味は完全には理解できないだろうO｣(54)という言葉を引用して

いる(55)o

確かに，事前審査制においては，審査対象となるのは時の多数派が支持する

法律であるから，多数派に属する任命権者としては，司法積極主義者を裁判官

に任命する誘因は小さくなるだろう。

⑤小括

以上，簡単な検討にとどまったが，その限りでは，規範的資源，政治的資源，

実務的資源，さらには裁判官の価値観のいずれにおいても，憲法院が積極的に

違憲審査を行うことを支持するような要因は見いだせなかったと結論すること

が許されよう。

次に，こうした状況が2008年7月の憲法改正によるQPc手続の導入によっ

て変化したのかどうかを検討する。

3.QPC手続の運用状況，評価一憲法院の憲法裁判所化とその限界

（1）下院の報告書から

冒頭に述べたように，2008年7月23日の憲法改正によってドイツの具体的

規範統制に類似したQPc手続が，従来の事前審査制に加えて規定され，具体

的な手続を定める法律の制定を経て,2010年3月から施行されている。その

概要は前述（1(2)）の通りである。

ここでは,QPc手続の施行3周年を期して作成された下院の報告書(56)によ

りながら,QPc手続の運用状況や評価，課題を見る。
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まず，統計的な概観である。制度発足から3年間で，破段院及びコンセイ

ユ．デタからの移送は3，4件，移送の拒否は1206件であり,QPc手続による

判決は255件であったが，これは1959年以降の事前審査手続による判決総数

の39％にあたり(57)，また，この間に従来の事前審査手続による判決は6’件で

あることを考えると,QPc制度により違憲審査の光景は一変したということ

ができる。判断内容については,QPc判決のうち，全部または一部違憲判決

の割合は27％であり，解釈留保が付されたのが13％であった(58)o事件の係属

している裁判所と破設院またはコンセイユ・デタとの2段階のスクリーニング

を経ている割には違憲判決の割合が低いようにも思われるが，これは前述のよ

うに，移送の基準が「違憲の疑い」といったものではなく，問題の重要性が基

準とされていることによると思われる。

報告書では,QPc手続は全体として成功していると評価されている。すな

わち，「訴訟の当事者は国の最高法規を取り戻したOこれは法治国家にとって

の進歩であり，これまで政治的機関のイニシアティヴによる争訟のみによって

特徴づけられてきたフランスの憲法裁判が，ヨーロッパ基準に近づいた。また，

これは民主政にとっても進歩であって，憲法が市民の手に取り戻されようとし

ているo｣(59)とされ，また,｢QPcは憲法院の正統性の強力な源泉であるように

思われるo｣(60)などとされているo

他方，弁護士強制や訴訟費用の負担の点など個別的な点ではいくつかの改善

提案がなされている(61)が，ここでは省略し，むしろより大きな方向性を示し

ている部分に注目したいo

すなわち，報告書は，「憲法院を真の憲法裁判所に」という項目を設け，さ

らなる改革にむけて議論を開始すべきであると主張しているOそこでは，報告

書提出の直前に元大統領を当然の憲法院構成員とする旨の規定を廃止する憲法

改正法案が提出されたことを受け，それは第一歩であるが'最小限のものであっ

てさらに先に進むことが必要であるとする(62)o

具体的には，まず，現行の9名という裁判官数では不十分であって’2名に

増員すべきこととされているo増員分の3名は首相が任命すべきこととされて

おり，大統領と首相で各3名計6名，上下両院議長各3名計6名で，執行府と
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立法府の均衡が確保されるという。

次に，裁判官の資格要件，任命手続について，2008年7月の憲法改正によっ

て大統領の重要人事について議会の関与が認められ，各議院の法律委員会の5

分の3の反対があれば阻止できることとされた（憲法13条5項）が，それで

は実効性がないため，各議院の法律委員会の同意を要するとすべきであるとさ

れた。また，現行制度においては法律の素養を有することが資格要件とされて

いないが，これを必要とすべきであるとされた。さらに，男女が均衡をもって

代表されることを要するとされる。

また，審理に関しては，ヨーロッパ諸国の憲法裁判所に学ぶことがあるとし

て，2つの小法廷を設けること，憲法で対審の原則を明文化すること，個別意

見制を導入すること，を提案している。

報告書は，これらの改革によって，憲法院は真の憲法裁判所になるだろうと

している。

(2)2013年の改革案

2013年には憲法院に関する憲法改正法案が2本提出された。

まず，前述のように2013年3月，元大統領を当然かつ終身の憲法院裁判官

とする憲法56条2項の廃止を含む憲法改正案が，政府提出法案として議会に

提出された(6:I)。この法案は,2012年の大統領選挙で勝利を収めたF.オランド

大統領の公約に基づく4本の憲法改正法案のうちの1つであった。

元大統領を当然の憲法院裁判官とする憲法56条2項の規定に対しては，つ

とに多くの批判があり，この批判は上述の下院の報告書でも当然のこととし

て支持されていたところである。今回の憲法改正案全体に関してはなおコン

センサス調達が遅れているようであるが，遅かれ早かれ実現されるものと見

込まれる。

他方，より抜本的なものとして注目されるのは，2013年5月，上記の下院

報告書を受けた憲法改正案が与党である社会党の議員団によって提出されたこ

とである(64)Oこの法案においてもっともシンボリックなのは，「憲法院」とい

う名称に代えて「憲法裁判所(Courconstitutionnelle)」という名称を用いよう
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とする点である。

具体案については，上述の下院報告書の提案と基本的には同様である。すな

わち，①憲法院裁判官の数を12名に増員し，増員分3名は首相に任命権を付

与すること，②卓越した法律の素養を要することとし，男女の均衡の要請も

含めて，上下両院の関係委員会の5分の3の賛成による承認を要すること，③

2つの小法廷を設置すること，④個別意見制を導入すること，といった内容で

ある。

まさに，ドイツやイタリア，スペインの憲法裁半ll所に肩を並べるような存在

にしたいという意思が伺われるが,先に指摘したような機能条件の観点からは，

2008年7月の憲法改正及びその後の改革提案によって，どれほどの変化が見

込まれるのだろうか。こうした2013年の改革案の行方は，本稿執筆時点では

なお不透明であり，今後の成り行きが注目される。

（3）機能条件の観点から

①QPc手続導入による改善点

先に提示した枠組みの観点からは,QPc手続の導入によって変化した点

は確かに見られるが，それは手続面が中心であり，それも抜本的な変化は見

受けられない。

まず，アミカス･キュリエに類似した，政府機関や利害関係者が意見害を出

す手続が制度化された(65)O

また，憲法院でも口頭弁論が行われることとなった。ただし，単に憲法上の

主張を述べ合うにとどまり，事実の証拠調べを行うことは想定されていないよ

うである。もちろん，憲法院は政府に照会するなどして立法事実に関する資料

を入手することもあり，実際に立法事実の変化を理由としてかつての合憲判決

を変更して違憲判決を行ったこともある(66)。ただ，通常の裁判手続で用いら

れるような証人尋問，鑑定等々の証拠調べ手続の規定は見当たらない0

②課題

課題については，これまでの記述から明らかなところもあろうかと思われる。
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ここでは，抽象的審査の困難性ということを指摘しておきたい。

付随的審査においては，当事者双方の主張やさらには外部の意見によって提

供された情報をもとに,具体的事実に照らした経験的な判断を行うことにより，

立ち入った憲法判断が可能となるとされるo日本では，最高裁がこうした判断

ではなく，法令をむしろ一般的抽象的に審査する傾向（｢客観的審査｣(67)）に

あることが指摘され，それが消極主義の要因あるいは結果そのものであると，

つとに批判されてきたところである。

アメリカでも文面審査によって一刀両断に違憲半ll断を行う選択肢がある

が，これはアメリカの伝統からは本来異例の方法であり’ある意味で積極主

義の至ll達点であって，本稿で依拠した枠組みの観点からは，相当の資源を要

する手法であろう。これに対して，具体的事実に照らした経験的判断による

積極主義は，そこまでの資源を要さないものであり，アメリカの司法伝統に

即したものであろう(68)o

これに対して,QPc手続では，憲法問題は具体的な訴訟において当事者か

ら提起されるわけであるが,QPc手続として憲法院に付託されてしまえば，

問題の条文が憲法規範に適合するかしないかを抽象的に審査することになる。

しかしながら，当該条文が適用される事例は多様であるわけであるから，この

ような抽象的審査においてはこうした適用場面のすべてを想定して判断を行う

ことはできない。もちろん，明らかに違憲の適用事例が想定できる場合であれ

ば，部分違憲ないし解釈留保，さらには全面違憲の判断を行うことができるが，

必ずしもそのようなものばかりではないだろう。また，先に,QPc手続にお

ける情報収集手段が十分でないことを指摘したが，情報が不十分なままに架空

の適用場面を想定して違憲判決を行うことが実際には困難であることは十分予

想できるところであって，結局こうした構造は広汎な立法裁量の承認につなが

る可能性があるであろうO

これを克服して実質的な審査を行おうとする場合'強力な一般理論を構築し，

それに依拠するという方法も考えられる。ドイツ連邦憲法裁判所はこうしたア

プローチをとっているのではないかとも推測されるが，こうしたアブ・ローチを

とる場合には，法学者や連邦憲法裁判所自体の権威が極めて高いドイツ特有の
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事情も含め，それに応じた資源が必要となり，フランスやその他の国々で同様

のアプローチが可能であるのかは予断を許さないところである。また，ドイツ

の場合には，案件数の上では，具体的規範統制や抽象的規範統制はごく一部で

あり，圧倒的多数は憲法異議事件であることから，こうした具体的な事件の判

断において形成された法理が抽象的審査にも生かされている可能性も考えられ

る。この点も今後の比較法研究において検証すべき論点だろう。

なお，イタリアの憲法裁判所は，憲法異議の権限は認められておらず，具体

的規範統制や連邦制に関する憲法事件の権限を有するのみである点でドイツと

は異なる一方で，「裁判官の職業的な背景に関して，「法学教授の占める比率が

非常に高く，『教授裁判所」と呼ばれる」という紹介がなされることがある｡」

という(69)。裁判官の職業的背景としては,大学教授(憲法学専攻とは限らない｡)

が約半数を占めるとされ,こうした大学教授の優位ではドイツとやや類似する。

こうした観点からの比較検討も興味深いと思われるが，もちろんここでは立ち

入ることができない。

仮に，十分な実質的審査ができずに合憲判決がなされた場合，いちど条文の

合憲判断をしてしまえば，それが法的な効力をもって確定するのであり，想定

外の適用事例について違憲判断を行うことができなくなる。これに対して日本

では，法律の全面的な合憲判決の意味するところについて，これは当該条文の

すべての適用事例について合憲となる趣旨ではなく，将来別の適用事例におい

て違憲判断がなされることがあり得るというのが通説であることとは異なる。

4．おわりに

以上，フランスの違憲審査制度について，その機能条件の観点から簡単な検

討を行なってきたが，それを踏まえてさしあたり次の2点を指摘して本稿を閉

じることにしたい。

まず，率直な感想として,QPc手続を含めた憲法院による違憲審査は，十

分に機能するための条件を充たしているかどうかについては心許ない点がある

ように思われる。こうした状況に至った原因の一端は，上述のように，憲法院

は，議会の権限を枠づけるという文脈において，憲法上の機関間の憲法上の権限
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配分を保護することを本来の任務としていたという点にあるかもしれない（歴

史的な経路依存性)。すなわち，議会と執行府の憲法上の権限争いは日常的に

生じるものではなく，また，必ずしも詳細な事実調査を前提とするわけでもな

いだろう。また，例えばある事項が法律事項か否かというのは抽象的に審査し

うるであろうO

したがって，その本来の任務との関係では，憲法院の有するもろもろの資源

の状況や抽象的審査という方式は，必ずしも不合理というわけではないかもし

れず，また，違憲審査機関として不合理だというわけでもないかもしれない。

ただ，それが結社の自由半ll決や提訴権者の拡大,QPc手続の導入という変化

を経て，基本権保障のための裁判所としての性格が強調されるようになった今

日においてなお適合的かどうかには，これまで見たように疑問もないわけでは

なく，当初想定された任務と今日の主たる任務との間の齪饒を解消するための，

さらなる改革が必要になる可能性もあり，現に改革法案が提出されているとこ

ろである。

なお，憲法院は,QPc手続においても，実体論ではなく，権限配分の観点

から違憲判断を行うことがあり，特色の一つといえなくもないo例えば，本

槁筆者が最近解説を担当したある判決においては，法律上，所管の大臣がイ

ンターネットのドメイン名を管理・割当てを行う民間法人を指定し，その法

人が実際のドメイン名の管理を行うこととされていた。しかし，法律レベル

の規定では，その法人が当該業務において遵守すべき基本原則（例えば著作

権の保護への配慮など｡）を充分に規定していないことが，立法者が規律すべ

き事項を充分に規律していないといういわゆる「消極的無権限」であるとし

て違憲判決を行った(7())o

さらに，別の判決では，法律の実体的内容についての憲法判断が求められて

いたにもかかわらず，憲法院自らが職権で，立法府の消極的無権限の問題に組

み替えた上で違憲判断を行っている(71)。このような論点の組み換えの理由につ

いては明確な説明がないが，ある論者は，前述のような，権限配分の問題を取

り扱うのが憲法院の本来の任務であるという点に理由の一端を求めている(72)o

もちろん，権限配分の問題として処理されるケースは，絶対数としては一部で
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あるが，付随的違憲審査制の想定するような違憲審査のあり方からすれば，憲

法院の有する政治的・実務的資源が乏しい中での一つの工夫であるようにも思

われる0

次に，日本法への示唆ということで言えば，改めて事前審査制の統治機構に

おける機能に注目すべきではないかと思われる。すなわち，フランスの事前審

査制は，上下両院で法案が可決されたのち，大統領の審署を得るまでの間に行

われるという独特のものである。比較憲法裁半ll所論の観点からは，こうしたあ

り方は憲法裁判所のメリットとデメリットを顕著に示すものであると言え，憲

法院については，人権保障機関という見地よりも，統治機構論の見地からの検

討を深めることに意義があると思われるo

この点，今関源成は，従前より「憲法院の存在の根拠は第五共和制の政治シ

ステムの構造一議会少数派の制度上の弱さ，議会多数派の権力の強大さを抑

制する必要一の中にあるのであって，抽象的な法治国家（憲法の支配）イデ

オロギーの中にあるのではないこと，したがって，憲法院の正統性を法治国家

の完成（人権保障の貫徹）ということで説明するには幾分の欺職が伴わざるを

えないこと」を指摘していた(73)o

本稿では，この分析に賛意を示すとともに，「政治過程の合理化のための憲

法裁判所｣(74)という視角の重要性を指摘しておきたい。
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